
参考資料２
京都議定書の批准について

１．京都議定書の承認及び地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律につ

いての現況

○ ３月２９日 閣議決定、国会提出

○ ５月２１日 衆議院本会議で可決

○ ５月３１日 参議院本会議で可決

○ ６月４日 京都議定書の受諾の閣議決定

→国連事務局に寄託

○ ６月７日 法律の公布（予定）

２．京都議定書の発効に向けた国際状況（６月５日現在）

○ 締結国は７４ヶ国 （発効要件の一つである５５ヶ国に達した ）。

○ 附属書Ⅰ国（いわゆる先進国、市場経済移行国）の締結については、
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これらの国々の1990年二酸化炭素排出量は、附属書Ⅰ国全体の３５．８％

（発効要件の一つである５５％には未だ達せず ）。

（括弧内は1990年二酸化炭素排出量の附属書Ⅰ国全体に対する割合）※ 未締結の附属書Ⅰ国
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